
第１号様式（第５条関係） 

 

 

共 同 買 受 代 表 者 届 

 

 

 

 

 このたび、私達は    管理区    林班における北海道有林野の産物を共同買

受けをし、連帯してその契約を履行することを約し           を代表者と

定めましたので下記連名でお届けします。 

 

                              平成  年  月  日 

 

 (契 約 担 当 者)   様 
 

住         所 氏    名 印 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



第２号様式（第２章及び第３章関係５）                     

 

 

 

産 物 買 受 申 込 書 

 

 

 

   道有林野の産物を           の用に供するため、買受けしたいので

申込みます。 

 

 

 

 

   平成  年  月  日 

 

 

 

 

        (契 約 担 当 者)   様 

 

 

 

 

（買受申込人） 

                    住 所 

 

 

                    氏 名           , 

 

 

 

 

 

  １ 物件の所在地 

 

 

 

 

  ２ 物件の種類および数量 

 

 

 

 

 

注：副産物にあっては、総合振興局長等が買受希望価格の記載が必要と 

    認める場合は「３ 買受希望価格」を追加して使用すること。 

 
 



第８号様式 

競 争 入 札  心 得 

（総 則） 

第１条 北海道有林野産物の売買に係る競争入札に当たっては、別に定めるもののほかこの心得を

承知してください。 

（入札保証金等） 

第２条 入札参加者（入札保証金の納付を免除されている者を除く。）は、入札執行前に、見積もっ

た契約金額（消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）相当額を含んだ額）の１００

分の５に相当する額以上の入札保証金を納付し、又はこれに代える担保を提供しなければなり

ません。 

２ 入札保証金に代える担保として定期預金債権を提出するときは、その担保に質権を設定し、当

該金融機関の確定日付けのある承諾書を提出してください。 

（入 札） 

第３条 入札参加者は、入札書を作成し、封書の上、自己の氏名を記載して提出（入札箱に投入）

しなければなりません。 

２ 郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項

に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２

項に規定する信書便(以下｢郵便等｣という。)による入札を認める場合において、前項の入札書を

郵便等による送付により入札しようとする者は、その封書に「    入札書」と朱書きし、書

留郵便(配達証明郵便)又は信書便法第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第

９項に規定する特定信書便事業者の提供する同条第２項に規定する信書便の役務のうち書留郵

便(配達証明郵便)に準ずるものとして知事が定めるもので提出しなければなりません。 

３ １回の競争入札に付する産物が２件以上の場合で、当該入札に付する産物が売払番号で示され

ているときは、入札書及び封書にその売払番号を明記しなければなりません。 

（公正な入札の確保） 

第４条 入札参加者は私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に抵触する行為を行ってはなりません。 

２ 入札参加者は入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札価格又は入札意

志についていかなる相談も行わず、独自に入札価格を定めなければなりません。 

３ 入札参加者は落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札価格を意図的に開示してはなり

ません。 

（代 理） 

第５条 入札参加者は、代理人をして入札に参加させようとするときは、当該入札の執行前に、そ

の旨を証する書面（委任状）を入札執行者に提出しなければなりません。この場合において、入

札書には、入札参加者（委任者）と代理人の氏名(法人の場合は、その名称及び代表者氏名)を併

記し、代理人が押印して入札するものとします。 

２ 入札参加者又はその代理人は､当該入札に対する他の入札参加者の代理をすることはできませ

ん｡ 

３ 入札参加者は、競争入札の参加を排除されている者又は競争入札の参加資格を停止されている

 者を入札代理人とすることはできません。 

（入札書の書換え等の禁止） 

第６条 入札参加者又はその代理人は、その提出した入札書を書き換え、引き換え、又は撤回する

ことができません。 

（無効入札） 

第７条 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とします。 

  (1)   入札書の記載金額その他入札要件を確認できない入札 

  (2)   入札書の記載金額を加除訂正した入札 

  (3)   入札書に記名押印がない入札 

  (4)   所定の入札保証金の納付又はそれに代える担保の提供をしない者のした入札 

  (5)   一の入札者又はその代理人が同一事項について二以上の入札をしたときの入札 

  (6)   代理人が２人以上の者の代理をしていた入札 

  (7)   入札者が同一事項について他の入札者の代理をしたときの双方の入札 

  (8)   郵便等による入札で所定の日時までに到着しなかったもの 

  (9)   無権代理人がした入札 

  (10)  入札に関し不正の行為があった者のした入札 



  (11)  入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札 

  (12)  その他入札に関する条件に違反した入札 

（開 札） 

第８条 開札は、公告又は通知した場所において、入札の終了後直ちに入札参加者又はその代理人 

の面前で行います。ただし、入札参加者又はその代理人が開札の場所に出席できないときは、当該
入札事務に関係のない職員を開札に立ち会わせます。 
（再度入札） 

第９条 開札の結果、落札に至らない場合は、直ちに出席者（初度の入札参加者）で再度入札を行

います。また、再度入札によっても落札に至らなかった場合には、随意契約によることがありま

す。 

（落札者の決定） 

第 10 条 有効な入札を行った者のうち、予定価格以上で最高の価格で入札をした者を落札者とし

ます。 

２ 落札者となるべき価格で入札した者が２人以上いる場合は､くじ引きにより落札者を決定しま

す｡この場合において、くじを引かない者があるときは、当該入札事務に関係のない職員にくじ

を引かせます。 

（入札保証金等の返還） 

第 11 条 落札者が決定した場合、入札保証金又はこれに代える担保は、落札者に対しては契約締

結後に、落札者以外の者に対しては入札執行後に返還します。 

２ 再度入札の結果落札者がなく当該競争入札が打ち切られた場合は、入札保証金又はこれに代え

る担保はすべて返還します。 

（契約の締結） 

第 12 条 落札者が当該契約を締結しようとするときは、契約担当者の作成した契約書案に記名押

印の上、落札決定の通知を受けた日から７日以内に契約担当者に提出しなければなりません。  

(落札者と契約の締結を行わない場合)  

第 13 条 落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を 

  講じることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行いません。    

（入札保証金等の帰属） 

第 14 条 落札者が当該入札に係る契約を締結しないときは、当該落札者が納付した入札保証金又

はその納付に代えて提供した担保は、道に帰属します。 

２ 落札者であって入札保証金の納付を免除されたものが契約を締結しないときは、当該落札者の

見積もった契約金額（消費税等相当額を含んだ額）の１００分の５に相当する額の違約金を道に

納付しなければなりません。 

（契約保証金等） 

第 15 条 契約を締結しようとする者（契約保証金の納付を免除されている者を除く。）は、契約金

額の１００分の１０に相当する額以上の契約保証金を納付し、又はこれに代える担保を提供しな

ければなりません。 

２ 契約保証金に代える担保として定期預金債権を提供するときは、その担保に質権を設定し、当

該金融機関の確定日付けのある承諾書を提出してください。 

（入札保証金等の充当） 

第 16 条 落札者は、当該入札に係る入札保証金又はこれに代える担保の一部又は全部を契約保証

金の一部に充てることができます。  

（入札の取りやめ等） 

第 17 条 契約担当者が入札を公正に執行することができないなど特別の事情があると認めるとき

は、入札の執行を延期し、又は取りやめることがあります。 

（入札の辞退） 

第 18 条 入札参加者として指名された者は、入札執行の完了に至るまでは、いつでも入札を辞退

することができます。 

２ 入札参加者として指名された者は、入札を辞退するときは、その旨を次の各号に掲げるところ

により申し出てください。 

 (1)   入札執行前にあっては、その旨を文書又は口頭により契約担当者に連絡すること。 

 (2)   入札執行中にあっては、その旨を口頭により入札を執行する者に連絡すること。 

３ 前項により入札を辞退した者に対し、これを理由に以後の指名等において不利益な取扱いを行

うことはありません。 



第 11 号様式 （第 36 条関係） 
 

 

                          （記号）  第        号 

 

                          平成    年    月    日 

 

 

 

    （契約の相手方） 様 

 

 

 

                       (契 約 担 当 者)  

 

 

 

売 払 産 物 引 渡 通 知 書 

 

      平成  年  月  日売買契約を締結した産物について、次のとおり 

 

     引渡しをしますので、受領書を提出してください。 

 

      なお、引渡しに立会いができないときは、本書の引渡しをした日に産物 

 

     の引渡しをしたものとします。 

  引渡期限 

            年  月  日 

 引渡職員 

 
物件の所在 

 
 
 

     郡    市町村   林班 

 

物件番号 第     号 

 物件の種類及び数量 

  立木           本 

 

                 ｍ3 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 13 号様式その２ 

 

見 積  心 得 

 （総 則） 

第１条 北海道有林野産物の売買に係る見積書の提出に当たっては、別に定めるもののほか、この心

得を承知してください。 

 （見積合せ） 

第２条 見積合せの参加者は、見積書を作成し、封書の上、自己の氏名を記載して提出してください。 

２ 見積合せ参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）

等に抵触する行為を行ってはなりません。 

 (注) この条項は、同一期日に同一場所において見積合せを行う場合に適用する。 

 （代 理） 

第３条 見積書を提出する者は、代理人をして見積書を提出させようとするときは、当該見積書の提

出までに、その旨を証する書面（委任状）を契約担当者に提出しなければなりません。この場合に

おいて、見積書には、見積書提出者（委任者）と代理人の氏名（法人の場合は、その名称及び代表

者氏名）を併記し、代理人が押印して見積書を提出するものとします。 

２ 見積書提出者又はその代理人は、当該見積書の提出に対する他の見積書提出者の代理をすること

はできません。 

３ 見積書提出者は、競争入札の参加を排除されている者又は競争入札の参加資格を停止されている

者を見積書提出者の代理人とすることはできません。 

 （見積書の書換え等の禁止） 

第４条 見積書提出者又はその代理人は、その提出した見積書を書き換え、引き換え、又は撤回する

ことができません。 

 （無効とする見積書の提出） 

第５条 次の各号のいずれかに該当する見積書の提出は、無効とします。 

  (1)  記載金額その他見積り要件が確認できない見積書の提出 

  (2)  記載金額（頭首金額）を加除訂正した見積書の提出 

  (3)  記名押印がない見積書の提出 

  (4)  見積書提出者又はその代理人が同一事項について二以上の見積書の提出をしたときの見積

書の提出 

  (5)  代理人が２人以上の者の代理をしてした見積書の提出 

  (6)  見積書提出者が同一事項について他の見積書提出者の代理をしたときの双方の見積書の提

出 

  (7)  無権代理人の見積書の提出 

  (8)  見積書の提出に関し不正の行為があった者の見積書の提出 

  (9)  その他見積書の提出に関する条件に違反した見積書の提出 

 （契約の相手方の決定） 

第６条 有効な見積書の提出を行った者で、かつ、予定価格以上で最高の価格で見積した者を、原則

として契約の相手方とします。 

２  契約の相手方の決定は、通知した場所において、見積書の提出後直ちに見積書提出者又はその代

理人の面前で行います。 

３ 契約の相手方となるべき価格で見積書を提出した者が２人以上いる場合は、くじ引きにより契約

の相手方を決定することがあります。なお、くじ引きを行う場合において、くじを引かない者があ

るときは、当該契約事務に関係のない職員にくじを引かせます。 

４ 見積合せの結果、相手方を決定するに至らない場合は、直ちに見積合せの参加者で再度の見積合

せを行います。 



 (注) 第２項から第４項までの規定は、同一期日に同一場所において見積合せを行う場合に適用 

 する。 

 （契約の締結） 

第７条 契約の相手方として決定された者が当該契約を締結しようとするときは、契約担当者の作成

した契約書案に記名押印の上、契約の相手方として決定された日から７日以内に契約担当者に提出

しなければなりません。 

 (落札者として決定された者と契約の締結を行わない場合) 

第８条 契約の相手方として決定された者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事

業等から除外する措置を講じることとされた場合は、当該者とは契約の締結を行いません。 

 （契約保証金等） 

第９条 契約を締結しようとする者（契約保証金の納付を免除されている者を除く。）は、契約金額

の１００分の１０に相当する額以上の契約保証金を納付し、又はこれに代える担保を提供しなけれ

ばなりません。 

２ 契約保証金に代える担保として定期預金債権を提供するときは、その担保に質権を設定し、当該

金融機関の確定日付けのある承諾書を提出してください。 

 （見積合せの取りやめ等） 

第１０条 契約担当者が見積合せを公正に執行することができないなど特別の事情があると認める

ときは、見積合せを延期し、又は取りやめることがあります。 

 (注) この条項は、同一期日に同一場所において見積合せを行う場合に適用する。 

 （見積書提出の辞退） 

第１１条 見積書提出について通知を受けた者は、見積書提出の期限までの間、いつでも見積書の提

出を辞退することができます。 

２ 見積書提出について通知を受けた者は、見積書の提出を辞退するときは、その旨を文書又は口頭

により契約担当者に連絡してください。 

３ 前項により見積書の提出を辞退した者に対し、これを理由に以後の指名等において不利益な取扱

いを行うことはありません。                          

 

   （見積合せの参加の辞退） 

  第１１条 見積合せの参加者として通知を受けた者は、見積合せの執行の完了に至る 

   までは、いつでも見積合せの参加を辞退することができます。 

  ２ 見積合せの参加者として通知を受けた者は、見積合せの参加を辞退するときは、 

   その旨を次の各号に掲げるところにより申し出てください。 

    (1)   見積合せ執行前にあっては、その旨を文書又は口頭により契約担当者に連絡 

     すること。 

    (2)   見積合せ執行中にあっては、その旨を口頭により見積合せを執行する者に連 

     絡すること。 

  ３ 前項により見積合せの参加を辞退した者に対し、これを理由に以後の指名等にお 

   いて不利益な取扱いを行うことはありません。 

    (注) ［ ］書きの部分は、同一期日に同一場所において見積合せを行う場合に適 

     用する。 

 

 

 

 

 

 



第 15 号様式 
 

売  買  契  約  書 
 

売渡人北海道（以下「甲」という。）と買受人               （以下「乙」
という。）とは、北海道有林野の産物（以下「売買物件」という。）の売買について次のとお
り契約を締結する。 
この契約を証するため本書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その１通を保有す

るものとする。 
 

     平成  年  月  日                                
                                               
                    甲  北海道                       
                                               
                                        ,      
                        住 所                     
                    乙                          
                        氏 名              ,       
（売買物件等） 
 

売買物件の             
所    在             

     市     町       管理区        林班 
     郡     村字                      

売買物件の所 
在する面積             

 

売買物件の種 
類及び数量                 立木             本           ｍ3 

見積(入札)書 
記 載 金 額             

 

消費税及び地 
方消費税の額 

 

売買代金額              

契約保証金              

 
 
代 
 
金 
 
納 
 
付 
 
の 

方 

法 

区   分 

売  買 

代金額        

延納

期間

延 納 
利息額 

(年 ％)

担  保  内  訳 

銘  柄 枚数 券  面 
金  額 

担保提       
供期間       

現金納入分        円  －     －     －   －      －     － 

延

納

分 

連 帯 
保証書 

       円   日       円 財団法人日本木材総合情報
ｾﾝﾀｰ連帯保証書 

  枚        円 契約発効の日       
から  日       

支払保証
手  形

       円   日       円   枚        円 契約発効の日       
から  日       

        円   日       円   

        円   －      － － 

計        円   －       円                   － 

売買物件の搬出期限                          平成  年  月  日 

特約事項 

 
※本契約物件は､持続可能な森林の整備管理が営まれている森林であり、伐採にあたって森林に関す

る法令に照らし手続きを適正に行っている立木である。   



（現金代金の納付） 

第１条  乙は、現金代金のうち現金納入分（以下「現納代金」と

いう。）を甲が別に発行する納入通知書により指定する期限まで

に納付するものとする。 

２  乙は、甲の指定する期限までに現納代金を納付しない場合は、

当該期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該未納の現

納代金につき、年 10.75 パーセントの割合で計算して得た額の

違約金を甲に納付しなければならない。ただし、違約金額が 500

円未満であるときは、この限りでない。 

 （延納担保の提供）  

第２条 乙は、代金延納の特約をしたときは、延納分（以下「延

納代金」という。）の額に延納利息の額及び担保権の行使に必要

な費用を加えた額以上の価値を有する担保を、次により甲の指

定する期限までに甲に提供しなければならない。 

(1) 担保が、甲が延納担保の保護預り契約をしている金融機関（以

下「取扱金融機関」という。）が支払保証した支払保証手形であ

るときは、当該取扱金融機関の交付する手形預り証を担保物件

差入書に添えて甲に提供する。  

(2) 担保が取扱金融機関以外の金融機関（以下「保証金融機関」

という。）が支払保証した支払保証手形であるときは、当該保証

金融機関の手形預り証及び甲の定める様式により当該保証金融

機関が作成する請書を担保物件差入書に添えて甲に提供する。 

(3) 担保が、財団法人日本木材総合情報センター（以下「情報セ

ンター」という。）の保証であるときは、道有林産物延納代金連

帯保証書（以下「連帯保証書」という。）を担保物件差入書に添

えて甲に提供する。 

(4) 担保が前各号に掲げるもの以外のものであるときは、甲が別

に指示する方法により提供する。 

２ 担保提供の日は、担保が支払保証手形であるときは取扱金融

機関又は保証金融機関において保護預りした日、担保が情報セ

ンターの連帯保証書であるときは当該保証書の保証期間開始日

の前日、担保がこれら以外のものであるときは甲が別に指示す

る方法により甲に提供した日とする。 

３ 乙は、甲の指定する期限までに担保を提供しないとき、又は

提供した担保が情報センターの連帯保証書である場合の担保提

供の日が担保提供期限を経過しているときは、売買代金に対し

担保提供期限の翌日から担保提供の日までの日数につき年

10.75 パーセントの割合で計算して得た額の違約金を甲に納付

しなければならない。ただし、違約金額が 500 円未満であると

きは、この限りでない。 

 （追加担保の提供） 

第３条 甲は、前条の規定により提供された担保の価値が減少し、

担保の価値が不足すると認めるときは、期日を指定してその不

足分に相当する担保を乙に提供させることができる。 

２ 前項の期日までに不足分に相当する担保が提供されない場合

は、当該期日をもって代金延納の特約は失効するものとし、乙

は、甲の定める期限までに延納代金及び失効の日までの延納利

息を甲に納付しなければならない。 

３ 前項の規定により代金延納の特約が失効した場合には、延納

代金及び失効の日までの延納利息に対し、失効の日の翌日から

延納代金納付の日までの日数につき年 10.75 パーセントの割合

で計算して得た額を違約金として甲に納付しなければならない。

ただし、違約金額が 500 円未満であるときは、この限りでない。 

（延納期間） 

第４条 延納期間は、担保提供の日の翌日から起算するものとす

る。ただし、担保の提供を免除する旨の特約がある場合には、

契約成立の日の翌日から起算するものとする。 

２ 乙が延納担保を甲の指定する期限を経過して提供した場合は、

その経過した日数分を延納期間から控除するものとする。 

３ 担保が情報センターの保証である場合は、前２項の規定にか

かわらず、当該保証書に記載された保証期間とする。ただし、

当該保証期間が延納期間を超えている場合は、その超える日数

を当該保証期間から繰り上げた日に延納期間は満了するものと

する。 

（延納代金等の納付） 

第５条  乙は、延納代金及び延納利息（以下「延納代金等」と い

う。）を延納期間満了の日までに、甲が別に発行する納入 通知

書により納付しなければならない。 

２  乙は、延納期間満了の日までに延納代金等を納付しない場合

は、当該期限の翌日から納付の日までの日数に応じ当該未納の

延納代金等につき年 10.75 パーセントの割合で計算して得た額

の違約金を甲に納付しなければならない。ただし、違約金額が

500 円未満であるときは、この限りでない。 

３ 延納担保が支払保証手形である場合は、乙が代金納付につき

別段の意志表示をしない限り、甲は、当該支払保証手形を保護

預りした金融機関に納入通知書を回付し、当該金融機関に代行

納付させるものとする。 

４ 納入通知書発行後、乙が延納期限前に延納代金を納付した場

合であっても、当該納付の日から延納期限までの期間に係る延

納の利息は返還しない。 

 （延納担保の返還） 

第６条 甲は､乙が前条第１項及び第２項に定める義務を履行し

たときは､延納担保を乙に返還するものとする。 

 （契約保証金の返還等） 

第７条 甲は、乙が売買代金を完納したとき、又は第２条に規定

する延納代金に係る担保の全部を提供したときは、契約保証金

を返還するものとする。 

２ 契約保証金は、乙の申出があるときは、現金で納付したもの

にあっては売買代金が完納となる際又は延納代金に係る担保を

提供する際に当該売買代金に充当し、国債、地方債又は北海道

財務規則（昭和 45年北海道規則第 30号）第 172 条の規定によ

り担保で納付したものにあっては延納代金に係る担保を提供す

る際に、当該担保の一部に充当することができる。 

 （売買物件の引渡し） 

第８条 売買物件（立木の根株は含まない。）の引渡しは、北海道

有林野の産物売払規則（昭和 36年北海道規則第９号）第 36 条

に定める日以後 15日以内に乙の立会いの上行うものとする。 

２ 前項の場合において、乙が立ち会わないとき又は立ち会うこ

とができないときは、甲が物件引渡しの通知をした日に、引渡

しが行われたものとする。 

３ 乙は、売買物件の引渡しを受けたときは、甲に受領書を提出

しなければならない。 

 （立木の極印）  

第９条 乙は、売買物件である立木の根株部分に極印があるとき

は、その極印を滅失し、又は損傷してはならない。 

２ 乙は、前項の極印を滅失し、又は損傷したときは、遅滞なく、

その旨を甲に届け出なければならない。 

 （売買物件の搬出） 

第 10条 乙は、天災その他やむを得ない理由により搬出期限まで

に売買物件を搬出することができないときは、遅滞なく、その

理由を付して甲に搬出期限の延長を申請し、その承認を受けな

ければならない。 

２ 乙は、売買物件の搬出を完了したときは、遅滞なく、その旨

を甲に届け出なければならない。 

 （搬出遅延の違約金） 

第 11 条 乙は、搬出期限(前条第１項の規定により延長の承認を

受けた場合は、その期限)までに売買物件を搬出しないときは、

その期限の翌日から搬出の日までの日数に応じ、当該搬出遅延

の売買物件に相当する売買代金の額につき年 2.8 パーセントの

割合で計算して得た違約金を甲に納付しなければならない。た

だし、違約金額が 500 円未満であるときは、この限りでない。 

 （搬出未済の場合の措置） 

第 12条 乙が搬出期限までに売買物件を搬出しない場合は、甲は、

更に期限を付して搬出すべきことを催告するものとする。 

２ 乙が前項の期限までに売買物件を搬出しないときは、甲は、

必要に応じ契約を解除し、又はその売買物件の所有権を無償で

甲に帰属させることができるものとする。 

３ 前項の規定による措置が講ぜられない場合において、放置さ

れた売買物件が林野の跡地更新上又は保護上著しく支障を来し、

取り片付けを要するときは、甲は、乙に対し、期限を定めて当

該売買物件の取り片付けを請求するものとする。 

４ 前項の場合において､乙が期限までに当該売買物件の取り片

付けをしなかったときは、甲は、買受人に代って当該売買物件

を取り片付け、それに要した費用を乙に請求するものとする。 

 （事業着手届出等の提出） 

第 13条 乙は、売買物件の伐採、採取、搬出等（以下「事業」と

いう。）に着手するときは、あらかじめ甲にその旨を届け出なけ

ればならない。 

 （施設等の利用） 

第 14条 甲は、特別の理由がある場合を除き、乙の事業の執行に

必要な林道、土場等を別に指示するところにより乙に使用させ

るものとする。 

２ 乙は、事業のため、特に道有林野内に施設を設ける必要があ

るときは、あらかじめ使用箇所、使用面積、使用目的、使用期



間等について甲に申し出て、その指示により施設を設けること

ができる。 

３ 乙は前２項の規定により林道、土場等を使用し又は施設を設

けた場合において、その使用を終り、又は契約が解除されたと

きは、甲の指定した期間内に当該施設を収去し、使用した土地

を原状に回復しなければならない。ただし、甲の承認を受けた

ときは、この限りでない。 

 （搬出前の売買物件の譲渡） 

第 15条 乙は、引渡しを受けた売買物件で搬出前のものを他人に

譲渡する場合は、当該売買物件について、乙が甲に対して有す

る権利及び義務を共に譲受人が承継する旨を明らかにした書面

により、乙及び譲受人連署の上、甲に届け出なければならない。 

２ 前項の場合において、乙は、この契約に関し、譲受人と連帯

してその責めに任ずるものとする。 

（売買物件処分の制限） 

第 16 条 乙は､売買物件について用途が指定されているときは、

あらかじめ甲の承認を受けなければその用途以外に使用し、又

は他人に譲り渡してはならない。 

２ 甲は、乙が前項の規定に違反したときは、当該処分に係る売

買物件に応ずる売買代金の100分の50に相当する金額を違約金

として乙から徴収することができる。 

（危険負担） 

第 17 条 売買契約締結のときから売買物件の引渡しのときまで

の間に､当該売買物件が甲の責めに帰することができない理由に

より滅失し､又は損傷した場合は､その損害は乙の負担とする。 

（作業の中止命令） 

第 18条 法令の規定により、又は公用、公共用若しくは公益事業

の用に供するためその他やむを得ない理由により契約を履行す

ることができないときは、甲は、事業の中止を命ずることがで

きる。乙に法令又は契約に違反する行為があると甲が認める場

合も、同様とする。 

２ 前項後段の場合にあっては、乙は、その損害の賠償を甲に請

求することができない。 

（かし担保の責任） 

第 19条 甲は、売買物件に数量の不足その他隠れたかしがあって

も、その担保の責任を負わないものとする。 

（事業執行上の支障木等の届出） 

第 20条 乙は、事業の執行上、売買物件以外の産物等が支障とな

ることが予見できる場合は、あらかじめ甲に届け出なければな

らない。 

２ 乙は、事業の執行中、支障木の発生を予見できた場合、または

労働安全上やむを得ず支障木を発生させた場合は、伐採等によ

る措置の上、あらかじめ甲の指定する方法により管理し届け出

なければならない。 

３ 乙は、事業の執行上支障となる売買物件以外の産物等に予見す

ることができずに損害を与えたときは、速やかにその被害状況

を甲に通知しなければならない。 

４ 乙は、第１項及び第２項の規定により届け出た産物等が立木で

あり、かつ甲が支障木と認めた場合は、当該立木を甲の指定す

る方法により買い受けるものとする。 

 （損害の賠償） 

第 21条 乙は、事業の執行上、道有林野及びその産物（前条第４

項の立木は除く。）又は道有林野の施設に損害を与えたときは、

甲の認定するところにより、その損害を賠償しなければならな

い。この場合において、乙は、当該産物等の引渡しを請求でき

ないものとする。 

 （跡地検査） 

第 22条 甲は、搬出期限が経過したとき、又は乙から搬出を完了

した旨の届出があったときは、遅滞なく、乙の立会いを求め、

跡地検査をするものとする。跡地検査対象物件の状況から跡地

検査ができない場合は、甲乙協議の上、その時期を定めるもの

とする。 

２ 乙は、前項の場合において、正当な理由がないのに立ち会わ

なかったときは、甲の行った検査の結果に対し異義を申し立て

ることができないものとする。 

 （契約の解除） 

第 23 条 甲は、次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、

この契約の全部又は一部を解除することができる。 

 (１) 乙が､第１条第１項の期限までに売買代金を納付しない

とき。 

 (２) 乙が､第２条第１項の期限までに担保を提供しないとき。 

 (３) 乙が次のいずれかに該当するとき。 

  ア 役員等(乙が個人である場合にはその者を、乙が法人であ

る場合にはその役員又はその支店若しくは常時産物の売買

契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号におい

て同じ。)が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律(平成３年法律第 77 号)第２条第６号に規定する暴力団

員(以下この号において「暴力団員」という。)であると認

められるとき。 

イ 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号にお

いて同じ。)又は暴力団が経営に実質的に関与していると認

められるとき。 

ウ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図

る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又

は暴力団員の利用等をしたと認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、

又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持若

しくは運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべ

き関係を有していると認められるとき。 

カ この契約に関連する契約の相手方がアからオまでのいず

れかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結し

たと認められるとき。 

キ 乙がアからオまでのいずれかに該当する者をこの契約に

関係する契約の相手方としていた場合(カに該当する場合

を除く。)に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙が

これに従わなかったとき。 

(４)  乙が､その他契約で定める重要な条件に違反したとき。 

２ 甲は、前項第３号及び第４号の規定により契約を解除した場

合は、当該契約の解除された部分に係る売買物件を乙に返還さ

せ、その返還があったときはこれに相当する売買代金を返還す

るものとする。 

３ 第１項の規定により契約を解除した場合において、乙の納付

した契約保証金があるときは、これを甲の帰属とし、契約保証

金のないときは、甲は、売買代金の 100 分の 10に相当する金額

を違約金として徴収するものとする。 

 （特殊の理由による契約の変更又は解除） 

第 24条 甲又は乙は、法令の規定により、又は公用、公共用若し

くは公益事業の用に供するためその他やむを得ない理由により

契約を履行することができない場合は、甲乙協議の上、その履

行不能の部分につきこの契約を変更し、又は解除することがで

きる。 

２ 前項の規定により契約を解除した場合において、前条第２項

及び第３項の規定を準用する。 

３ 第１項の規定により契約を変更し、又は解除した場合におい

ては、甲又は乙は、それぞれ相手方に対して、その損害の賠償

を請求することができないものとする。 

 （開発行為の許可等） 

第 25 条 売買物件に係る事業が法令の規定に基づく許可を必要

とする場合は、その開発行為の許可があった日に当該契約が発

効するものとする。 

 （林地保全等の措置） 

第 26条 乙は、事業の実施に当っては、特に、林地保全、河川汚

濁防止等に努めなければならない。 

２ 甲は、林地保全、河川汚濁防止等に必要があると認めるとき

は、乙に対し、乙の負担において必要な措置をとることを求め

ることができる。 

（造材規準書） 

第 27条 乙は、造材規準書を遵守し、適正に事業を実施しなけれ

ばならない。 

 （管轄裁判所） 

第 28条 この契約について訴訟等を行う場合は、甲の事務所の所

在地を管轄する裁判所を第１審の裁判所とする。 

 （契約に定めのない事項） 

第 29 条 この契約書に定めのない事項については、必要に応じ、

甲乙協議してこれを定めるものとする。 



第 16 号様式 その１ 

                                         

                                  （営業用）  

            請              書             

 

                                         

  １ 売買物件の所在    市     町                     

               郡     村字    管理区      林班 

                                         

  ２ 売買物件の所在する面積       ha                  

                                         

  ３ 売買物件の種類及数量         本       ｍ3           

                                         

  ４ 見積（入札）書記載金額                          

                                         

  ５ 消費税及び地方消費税の額 

                                         

  ６ 売 買 代 金 額                              

                                         

  ７ 売買物件の搬出期限  平成  年  月  日               

                                         

   上記の北海道有林野の産物の買受けについて次の条項を遵守の上、お請けします。 

第１条 売買代金を      が発行する納入通知書により、その納入期限までに納入するも

のとする。 

２ 前項の納入期限までに買受代金を完納しない場合は、当該未納の代金につき年 10.75 パ

ーセントの割合をもって、その納入期限の翌日から完納するに至った日までの日数によっ

て計算した額（その額が 500 円未満であるときは、これを切り捨てる｡)を当該代金の延滞

に係る違約金として支払いするものとする。 

第２条 売買物件の引渡しは、総合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長等」という。）

の指定する日において引渡しを受け受領書を提出するものとする。 

第３条 事業執行上、支障となる立木は、あらかじめ総合振興局長等に届け出て、総合振興局長

等の指定する方法により買い受けるものとする。 

第４条 次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除されても異義はない。 

(1) 売買代金又は売買代金の延滞に係る違約金を納入期限までに納入しないとき。 

(2) その他関係規則に示された重要な条件に違反したとき。 

第５条 前条に基づき、この契約が解除された場合は、契約金額の 100 分の 10 に相当する額を

損害賠償として支払うものとする。 

 第６条 事業実施にあたっては、造材規準書を遵守するものとする。 

第７条 前各条のほか、北海道有林野産物売払規則（昭和 36 年北海道規則第９号）の定めると

ころによるものとする。                       

                                         

                          平成  年  月  日     

      (契 約 担 当 者)  様                      

                                         

                     買受人 住所              

                                         

                         氏名           ,  

                                         

※本契約物件は､持続可能な森林の整備管理が営まれている森林であり、伐採にあたって森林に関す

る法令に照らし手続きを適正に行っている立木である。   



 第 16 号様式 その２                                

                                           

                                    （自家用）  

             請              書              

 

                                             

   １ 売買物件の所在    市     町                    

                郡     村字    管理区      林班    

 

   ２ 売買物件の所在する面積                           

                                             

   ３ 売買物件の種類及び数量           本          ｍ3   

                                             

   ４ 見積（入札）書記載金額                           

                                             

   ５ 消費税及び地方消費税の額                          

                                             

   ６ 売 買 代 金 額                               

                                             

   ７ 指定する用途                                

                                            

   ８ 売買物件の搬出期限  平成  年  月  日                

                                            

    上記の北海道有林野の産物の買受けについて次の条項を遵守の上、お請けします。 

第１条 売買代金を     が発行する納入通知書により、その納入期限までに納入するも

のとする。 

２ 前項の納入期限までに買受代金を完納しない場合は、当該未納の代金につき年 10.75

パーセントの割合をもって、その納入期限の翌日から完納するに至った日までの日数に

よって計算した額（その額が 500 円未満であるときは、これを切り捨てる｡)を当該代

金の延滞に係る違約金として支払いするものとする。  

第２条 売買物件の引渡しは、総合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長等」という。）

指定する日において引渡しを受け受領書を提出するものとする。    

第３条 事業執行上、支障となる立木は、あらかじめ総合振興局長等に届け出て、総合振興局

長等の指定する方法により買い受けるものとする。 

第４条次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除されても異義はない。 

(1) 売買代金又は売買代金の延滞に係る違約金を納入期限までに納入しないとき。  

(2)  指定された用途以外の用に供し、又は他人に譲渡したとき。 

(3)  その他関係規則に示された重要な条件に違反したとき。 

第５条 前条に基づき、この契約が解除された場合は、契約金額の 100 分の 10 に相当する額

を損害賠償として支払うものとする。 

第６条 事業実施にあたっては、造材規準書を遵守するものとする。 

第７条 前各条のほか、北海道有林野産物売払規則（昭和 36 年北海道規則第９号）の定める

ところによるものとする。                        

                           平成  年  月  日      

                                           

       (契 約 担 当 者)  様                      

                                            

                      買受人 住所               

                                           

                          氏名           ,  



第 17 号様式  
造材規準書 

１ 一般 

１－１ 趣旨 

１ 道有林野事業では、森林の公益的機能の維持向上を目的とした森林施業を推進している。そのため、立木及び集積材の造材作業は、現場周辺の

自然環境や地域住民の生活環境に配慮し、森林の公益的機能の更なる発揮に寄与するものでなければならない。 

このことから、「造材規準書」を制定し、健全な森林の育成と安全かつ適正な作業の実施を推進するものとする。 

１－２ 適用 

１ この造材規準書は、総合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長等」という。）が「北海道有林野の産物売払規則（昭和36年1月19日規則

第9号）」及び「北海道有林野の産物売払規則の運用について（平成9年4月1日経営第30号）」に基づいて売り渡す立木及び集積材の造材作業に

適用する。 
２ 契約書、造材規準書、特記仕様書、図面又はその他これに準じて総合振興局長等が指定したもの（以下「契約図書」という。）と現地の間に相

違がある場合は、買受人は総合振興局長等に確認して指示を受けなければならない。 
１－３ 事業着手届等 

１ 買受人は、「事業着手届」及び「入林者名簿」を別に定める様式を標準として、総合振興局長等に提出しなければならない。また、買受人は総

合振興局長等の指定するところにより、労働基準監督署が受理した立木伐採作業計画書（写し）、林野使用位置図等を総合振興局長等に提出しな

ければならない。 
１－４ 作業体制等の表示 

１ 買受人は、林野火災特設消火班編成（山警期間中）等を表示した作業体制図を作成し、これを当該作業現場の見やすい場所に掲げなければなら

ない。 
１－５ 検査（確認を含む）及び立会等 

１ 総合振興局長等は、作業が契約図書どおりに行われているかどうかの確認をするために、作業現場に立ち入り、若しくは立会し、又は必要に応

じて資料の提出を請求できるものとし、買受人はこれに応じなければならない。 
１－６ 跡地検査 

１ 買受人は、買受物件の搬出を完了した後、速やかに「事業終了届」並びに「搬出済届」を別に定める様式を標準とし総合振興局長等に提出しな

ければならない。 
２ 総合振興局長等は、搬出期限が経過したとき、又は買受人から搬出済届の提出があったときは、跡地検査に先立って買受人に対して跡地検査日

を通知するものとする。 
３ 買受人は、総合振興局長等が行う跡地検査に立ち合わなければならない。また、正当な理由なしに跡地検査に立ち合わなかったときは、検査結

果に対して異議を申し立てることができないものとする。 
４ 検査は次の各号に掲げる内容について行うものとする。 

(1) 誤伐等の有無及びその状態 
(2) 林産物等の被害の状態 
(3) その他必要と認められる事項 

１－７ 使用人等の管理 

１ 買受人は、使用人（下請負者又はその代理人もしくはその使用人その他これに準ずる者を含む。以下「使用人等」という。）の雇用条件、賃金

の支払い状況、宿舎環境等について適正な労働条件を確保しなければならない。 
２ 買受人は、使用人等に適時、安全対策、環境対策、衛生管理、地域住民に対する応対等の指導及び教育を行うとともに、作業が適正に遂行され

るように管理及び監督をしなければならない。 
１－８ 作業中の安全確保 

１ 買受人は、作業中、総合振興局長等の承諾及び施設管理者の許可なくして、流水及び交通の支障となるような行為をしてはならない。 
２ 買受人は、気象情報などに注意を払い、豪雨、出水、その他天災に対して常に防災体制を確立しておかなければならない。 
３ 買受人は、作業現場が隣接している場合は、業者間の安全作業に関する緊密な情報交換を行うとともに、非常時における臨機の措置を定める等

の連絡調整を行うものとする。 
４ 買受人は、作業箇所を所管する警察署、道路管理者、河川管理者、労働基準監督署等の関係機関と緊密な連絡を取り、作業中の安全を確保しな

ければならない。 
５ 買受人は、作業中における安全の確保をすべてに優先させ、労働安全衛生関連法令に基づく措置を常に講じておくものとする。特に重機械の運

転等については、関係法令に基づいて適切な措置を講じておかなければならない。 
６ 買受人は、災害発生時においては、第三者及び作業員等の人命の安全確保を全てに優先させるものとする。 
７ 買受人は、作業にあたっては、作業標識等を設置するものとし、その設置基準については「4－2作業標識板等の設置」によるものとする。 
   ８ 狩猟期間中の安全対策に万全を期すること。 

１－９ 火災の防止 

１ 買受人は、使用人等の喫煙、たき火等の場所を指定し、指定場所以外での火気の使用は禁止しなければならない。 
２ 買受人は、ガソリン等の可燃物の周辺に火気の使用を禁止する旨の表示を行い、周辺の整理に努めなければならない。 

１－10 事故報告 

１ 買受人は、労働災害等が発生した場合には、直ちに総合振興局長等及び労働基準監督署等に通知しなければならない。 
１－11 環境対策 

１ 買受人は、法令及び条例並びに契約図書の規定を遵守の上、騒音、振動、大気汚染、水質汚濁等の問題について、伐採計画及び造材作業の実施

段階において十分に検討し、周辺地域の環境保全に努めなければならない。 
２ 買受人は、環境への悪影響が予知され又は発生した場合、及び希少な野生生物を発見した場合は、総合振興局長等に報告し指示に従わなければ

ならない。 
３ 総合振興局長等は、周辺に生息する希少な野生生物や下流域における水産資源等に悪影響のおそれがあると判断した場合は、買受人に対して作

業の中止を求めることができる。 
１－12 官公庁等への手続き等 

１ 買受人は、作業期間中、関係官公庁及びその他関係機関との連絡を保たなければならない。 
２ 買受人は、造材作業に当たり買受人の責任と費用負担において、法令、条例又は契約図書の定めにより、関係官公庁及びその他関係機関に届出

等の必要な措置をとらなければならない。ただし、これによることが困難な場合は総合振興局長等の指示を受けなければならない。 
３ 買受人は、造材作業に当たり、地域住民との間に紛争が生じないように努めなければならない。買受人は、地元関係者から作業の実施に関して

苦情があった場合は、誠意をもってその解決に当たらなければならない。 



１－13 保険の付保及び事故の補償 

１ 買受人は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び中小企業退職金共済法の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を

被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 
２ 買受人は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対して責任をもって適正な補償をしなければならない。 
３ 買受人は、下請けを含む雇用労働者に必要な林業退職金共済証紙を購入し、総合振興局長等に対し、その掛金収納書（写し）を提出しなければ

ならない。 
２ 造 材 

２－１ 土場の作設、使用 

１ 買受人は、土場の作設に当たっては、位置、規模、箇所数等について総合振興局長等と協議し作設するものとする。 
２ 買受人は、造材箇所に既存の土場がある場合は、これを使用しなければならない。 
３ 買受人は、林野使用位置図に土場の位置、規模等を示し、総合振興局長等に提出しなければならない。 
４ 買受人は、林地の崩壊及び土砂の流出を防ぐため、降雨等により地盤の緩んだ時期を避けて作設するものとする。 
５ 買受人は、土場が林道等に隣接している場合は、通行の障害にならないよう常に整理整頓を心掛けなければならない。 
６ 買受人は、作業終了後、残材（端材、追上材、枝条等）の整理、土場の整地等を行うとともに、流水による浸食を防ぐため、土場の出入り口等

に簡易な排水路を設けるものとする。 
７ 買受人は、造材のために土場に枝条を持ち込んだ場合は、その枝条を自然還元するため土場以外の事業実施個所へ散布しなければならない。 

２－２ 集材路の作設 

１ 買受人は、集材路の作設に当たっては、線形、延長、幅員等について総合振興局長等と協議し作設するものとする。 
２ 買受人は、造材箇所に既存の集材路がある場合は、これを使用しなければならない。 
３ 買受人は、林野使用位置図に集材路の線形、延長等を示し、総合振興局長等に提出しなければならない。 
４ 買受人は、作設に当たっては切土や盛土を極力抑え、林地の崩壊等を招かないように努めなければならない。 
５ 買受人は、林地の崩壊又は土砂の流出を防ぐため、降雨等により地盤の緩んだ時期を避けて作設するものとする。 

２－３ 立木の伐倒 

１ 買受人は、契約図書に基づき、総合振興局長等から引渡し又は指定された立木について伐採するものとする。また、これ以外を伐採する必要が

ある場合は、総合振興局長等に報告し指示を受けなければならない。 
２ 買受人は、伐倒木に調査番号テープが付いている場合は、伐倒前にこれを外し、伐倒後、伐根の断面部に紛失しないようタッカー等で張り付け

なければならない。ただし、調査番号テープを外すことが困難な場合は、伐根の断面部に木材チョーク等で当該番号を移記するものとする。 
３ 買受人は、伐倒木に隣接する立木及び下層の幼稚樹等に損傷を与えないように伐倒し、支障木の発生を抑えるよう努めなければならない。 
４ 買受人は、立木の枝払い等で発生した末木、枝条等を土中に埋めたり、沢地、河川の流路及び氾濫原、道路及び道路の排水施設付近に放置して

はならない。 
２－４ 集 材 

１ 買受人は、林地の状況によって林地の崩壊や立木の損傷を防ぐため、適切な機種を使用するものとする。 
２ 買受人は、路側にある立木に保護板を設置するなどして周囲の林木を損傷しないように努めなければならない。また、下層に植栽木がある場合

は、これを損傷しないよう努めなければならない。 
３ 買受人は、降雨等により土砂や汚濁水が流出するおそれのあるときは、集材作業を行わないものとする。 
４ 買受人は、やむをえず沢地、河川を横断する集材路を使用しなければならない場合は、事前に総合振興局長等と協議しなければならない。 
５ 買受人は、集材を完了した後、及び作業の中途であっても大雨が予想される場合等は、必要に応じて集材路の流水による浸食を防ぐため簡易な

排水路を作設するものとする。また、集材が完了した後は枝条の整理、林地及び河床の整地等を行うものとする。 
６ 買受人は、買受人の責任と費用負担において、集材によって撹乱された林床、裸地等を整地し、又は復元し、土砂の流出や河川の汚濁を防ぐた

めの必要な措置を講じなければならない。 
２－５ 支障木等 

１ 買受人は、伐倒、土場及び集材路の作設、集材作業等において、買い受け物件以外の立木及びその他林産物（以下「支障木等」という。）が事

業着手前に作業の支障となることが予見できる場合は、別に定める様式を標準とし、あらかじめ総合振興局長に届け出し、その指示を受けなけれ

ばならない。 
２ 買受人は、作業中に支障木の発生を予見できた場合、または作業中に労働安全上やむを得ず支障木等を発生させた場合は、あらかじめ総合振興

局長等が指示する措置を講じた後、別に定める様式を標準としてその内容を取りまとめたうえで、総合振興局長等が指示する期限までに届け出な

ければならない。 
３ 総合振興局長等は、第１項及び２項の届け出を受けたときは、速やかに現地を調査し支障木等の認定を行うものとする。 
４ 買受人は、認定された支障木等を総合振興局長等の指定するところにより買い受けなければならない。また、認定されなかった立木及びその他

林産物については、総合振興局長等の指定するところによりこれを賠償しなければならない。 
３ 運 材 

３－１ 道路の使用 

１ 買受人は、降雨や融雪等により路盤が軟弱になっている場合は運材を中止し、道路の崩壊や土砂の流出を防ぐよう努めなければならない。 
２ 買受人は、林道等の除雪を行う場合は、路肩、側溝、路盤その他施設を破損してはならない。 
３ 買受人は、集材又は運材等によって林道等の路肩、側溝、路盤その他施設を破損した場合は、買受人の責任と費用負担において、これを修復し

なければならない。 
４ 買受人は、道路交通法及び関係法令を遵守しなければならない。 

４ その他 

４－１ 跡片付け 

１ 買受人は、買受人の責任と費用負担において、一切の買受人の機器、残骸及び各種の仮設物

を片付け、かつ撤去しなければならない。 
４－２ 作業標識板等の設置 

１ 買受人は、造材現場に通じる林道、作業道の入口及び造材現場の見やすい所に作業標識板及

び労働安全旗を設置するものとする。 
４－３ 保安林内作業許可標識の設置 

１ 買受人、又は総合振興局長等は、作業箇所が保安林である場合は「保安林内作業許可標識」を現地に設置するものとする。 
４－４ その他 

１ 買受人は、林班界標、境界標等を破損、移設してはならない。ただし、作業上、移設を必要とする場合は、総合振興局長等の指示に従わなけれ

ばならない。 
２ 買受人は、林班界標、境界標等を破損した場合は、買受人の責任と費用負担において、これを修復しなければならない。 
３ 買受人は、総合振興局長等が使用する調査用スプレーと同系色のものを道有林野内で使用してはならない。 

―○○林班造材現場（入口）― 
造材期間：自 平成○年○月○日 

至 平成○年○月○日 
会社名：○○林産協同組合 
現場責任者：北海 太郎 



第 18 号様式                               

  

 

 

 

 

買 受 産 物 受 領 書 

 

 

 

 

 １ 物 件 の 所 在                      管理区      林 班 

 

 

 

 

 ２ 物件の種類数量  立木      本      ｍ 3 

 

 

 

 

 

  平成  年  月  日締結の売買契約に係る上記物件を受領しました。 

 

 

 

 

   平成    年    月    日 

 

 

 

 

 

 

     物 品 管 理 主 任                         様 

 

 

 

                 （買 受  人） 

 

                    住 所 

 

                    氏 名           , 

 

 

 

 

 

 



第 19 号様式（第 40 条関係） 

 

 

 

搬  出  済  届 

 

 

 

   平成  年  月  日締結の売買契約に係る産物は、平成  年  月 

 

    日をもって搬出を終了したのでお届けします。 

 

   なお、搬出未済の産物は、所有権を放棄したものですから道において処分 

 

  して下さい。 

 

 

 

    平成  年  月  日 

 

 

 

     (契 約 担 当 者)  様 

 

 

 

 

                 （買 受 人） 

 

                    住 所 

 

                    氏 名           , 

 

 

 

                市 

  １   物 件 の 所 在     町      管理区     林 班 

                村               

 

 

  ２   物件の所在する面積 

 

 

 

  ３   物件の種類及び数量    立木     本       ｍ 3 

 

 

 

 

注 搬出期限の特約のあるものに係る搬出済届にあっては、３の事項に「○○区域」

と記載させること。 



第 20 号様式（第２章及び第３章関係） 
 
             事  業  着  手  届 
                                         
                                         
                            平成  年  月  日 
                                         
     (契 約 担 当 者)  様 
 
                                         
  
                        住 所 
                    届出者                  
                        氏 名            , 
                                         
  
                                         
  平成  年  月  日契約した道有林野産物の造材・搬出事業の施行について、次の 
 
とおりお届けします。                            
                                         
                                         

記 
                                        
１ 事業着手関係                               
 
 (1)  事業着手年月日（括弧内の終了予定年月日を記入のこと。）        
 
  ア 造材・採取 平成  年  月  日（平成  年  月  日）     
 
  イ 搬   出 平成  年  月  日（平成  年  月  日）   
 
 (2)  事 業 箇 所    管理区    林班    小班         
                                        
 (3)  現 場 責 任 者                            
                                        
 (4)  そ    の    他                              
                                        
２ 入 林 関 係                                  
                                       
  入林者数     名（別添入林者名簿のとおり）              
                                        
３ 林野使用関係                               
 
 (1)  使 用 目 的                            
 

目  的  区  分 延   長 面   積 支障木予定量 備      考 

         m m2  約          
3

 

    約  

    約  

    約  

計    約  



 
                                      
   (2) 使 用 箇 所（別添林野使用位置図のとおり。）                
                                         
  
  (3) そ  の  他                              
  
                                         
  
４ 林道使用関係                                  
                                          
 使 用 目 的（車種別の実台数を記入のこと。）                  
 

目的区分 トラック ブルドーザ ショベル クレーン 乗用車 ﾏｲｸﾛﾊﾞｽ         

作業員輸送等      台       台      台      台      台      台 

生産物搬出       

資材搬入出       

       

 
 
５ 附 属 書 類 
 
 (1)   立木伐採作業計画書の写し     (2)   造材事業職種別労務計画表 
 
 
 
 
 
 
 

収  受  印 

 



第 22 号様式 

                            （記号） 第     号

 

                             平成  年  月  日

 

 

 

    （契約の相手方） 様 

 

 

 

                        (契 約 担 当 者) 

 

 

 

産 物 売 払 承 諾 通 知 書 

 

      平成 年 月 日締結の立木の売買契約に係る事業執行上支障となる 

 

    立木について、売払を承諾し、売買契約書第２０条の第４項に基づき次 

 

    のとおり売払うこととしたので、別に発行する納入通知書により売買代 

 

      金を納入してください。 

 物件の所在 

      

郡    市町村   林班 

物 件 番 号 第       号 

物件の種類及び数量 
 

  立木      本      ｍ3 消費税及び地方消費税を             
含まない金額 

円 

消費税及び地 
方消費税の額 

円 

 搬出期限 

         年   月   日  

売 買 代 金 額             

 

円 

 
※本契約物件は、持続可能な森林の整備管理が営まれている森林であり、伐採にあたって森

林に関する法令に照らし手続きを適正に行っている立木である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 24 号様式 
 

 

 

 

 

 

事  業  終  了  届 

 

 

 

    平成  年  月  日付で提出された事業着手届に係る産物は、平成  

 

年  月  日をもって造材・搬出事業を終了したのでお届けします。 

 

 

 

 

 

     平成  年  月  日 

 

 

 

      (契 約 担 当 者)  様 

 

 

 

 

                  （買 受 人） 

 

                     住 所 

 

                     氏 名           , 

 

 

 

                 市 

   １   物 件 の 所 在     町      管理区     林 班 

                 村              小 班 

 

 

   ２   物件の所在する面積 

 

 

 

   ３   物件の種類及び数量    立木     本       ｍ 3 

 
 
 
 
 



第 25 号様式 その１ 

 

支 障 木 発 生 届 
平成  年  月  日 

(契 約 担 当 者)  様 

（買 受 人） 

                           住 所 

 

                        氏 名          , 

 

平成  年  月  日契約した道有林野産物の造材・搬出事業にあたって支障木が発生

しましたのでお届けします。 

注１ 届出は、別途指示する期限までに届け出ること。 

 ２ 支障木番号については、支障木に添付したテープの番号を記入すること。 

 ３ 発生年月日、発生状況（支障木の発生した原因を略記）については必ず記入すること。 

４ 人工林における造材支障木については、支障木の位置を記載した足取図を提出するこ

と。 

支障木 

番号 
林小班 伐区 樹 種 

直

径 
発生年月日 発生状況 備考 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        



第 25 号様式 その２ 
 

支障木テープ使用書 
 

林小班 伐区 使 用 枚 数 
支障木発生 

本数 

  

始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本

 

終 

 

 

  

始 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本

 

終 

 

  

始 始支障木テープ貼付欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本

 

終 終始支障木テープ貼付欄 

 


